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論 文 内 容 の 要 旨
1.本論文は、従来の近世雇傭法についての諸学説を批判的に検討しつつ、中央政権たる徳川幕
府雇傭法と最後進地域 として位置づけうる東北諸藩雇傭法の、それぞれの構造的特質と歴史的展
開過程とを比較検討することによって、徳川幕藩体制がその雇傭法に与えた普遍的規則性と地域
的特質とを確認 しようと試みたものである。
2.本論文の構成は、つぎのごと くである。
はじめに
第一章 幕 府
第二章 東北諸藩
むすびにかえて
〔イ}第 一章では、徳川幕府雇傭法の歴史的展開過程に関する提出者独 自の理解が、牧英正 ・石
尾芳久両氏をは じめとする諸氏の所説を批判 ・検討することを通じて示される。提出者は、年
季制限規定の変遷に沿って、徳川全期をつぎのごとく三期に大別する。
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第一期(開 幕 一元禄10年)
幕府 は、人身売買を禁止 するとともに、元 和2年 に3年 、寛永2年 に10年 の年季制限をお こ
な う。提 出者 は、これ らの措 置が小農経営維持策 と して機能 したことを認め、その うえに立 って、
これ らの年季制限 は雇主の身分如何を問わずす べての 「雇傭 契約」に適用 された こと、人身売買
禁止 はあ くまで も永代 の 「雇 傭契約」を禁 じたものであ って、身分 契約と しての譜代奉公を禁 じ
たもので はないことを証明 し、牧 ・石尾両氏の見解を批 判す る。そ して、3年 か ら10年 へ の年
季制 限の延長 は、武士層の武家奉公人確保要求をその動因 とす るものだと説 く。
第二期(元 禄11年 一安永5年)
幕府は、元禄11年 に、年季10年 制を恒常的に撤廃 して、年季相対制を施 く。提出者は、こ
の政策変更に関する従来の諸学説を批判 して、その根本的原因は上級武士層の譜代武家奉公人確
保要求に求めるべきだと主張する。そして、武家 ・農村奉公人の一般的減少と都市の発展に対応
して、この期に幕府雇傭法の体系的整備が進められることを指摘する。
第三期(安永6年 一大政奉還)
提出者は、年季相対制が幕末にいたるまでの原則であったとする一方、宝暦一天明期の農村状
況の変化によ り、農村労働力確保を目的として、この期には年季統制が強力に加えられることを
指摘 し、幕政改革に沿ってこの点が考察 される。また、幕末動乱期において、幕府軍制改革に基
づいて歩卒の5年 季制などもとられることを指摘 しつつ、幕府雇傭法は新たな時代状況に直面し
なが らも、それに有効に対応できないままに明治維新を迎えるとする。
回 第二章では、まず東北諸藩の雇傭法の実態が、奉公人確保政策、賃金規制、労働諸条件規
制、奉公契約担保制度の四点について詳細に検討される。その結果、提出者は、ここでも、
徳川全期の東北諸藩雇傭法の展開を、つぎのごとき三期に分けて整理する。
第一期(元禄頃まで)
東北諸藩では、領内人身売買公認例が顕著にみられ、それが有力な武家奉公人供給ルートとし
て機能していたことを確認したのち、幕府による個別領主の掌握 と幕藩制的農村構造の編成とが
進行するに伴って幕府法令が個別藩法に浸透 してゆき、武家奉公人確保政策が重要な問題になる
と論ずる。また参勤交代制度の確立は、奉公契約担保制度の骨格形成を促進 したことを指摘する。
第二期(宝 暦頃まで)
この期には、武家奉公人不足がきわめて深刻化 し、その結果、領主は、武家奉公人確保のため
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の諸機構の整備に積極的に乗り出すとする。また、奉公人不足に伴 う賃金高騰に対 しても、居消
質物奉公禁止などで抑止政策を展開するが、いずれも効果的ではなか ったと論ずる。さらに、奉
公人の広域的な移動性獲得 に対応して、奉公契約担保制度の全国統一化の方向性がみられるとする。
第三期(宝 暦以降)
提出者は、この期においても、武家奉公人確保問題は依然として重要な領主的関心であったが、
それ以上に焦眉の問題 となったのは農村労働力確保問題であったとする。そこで、農村奉公人確
保機構の整備、労働諸条件規制、賃金の抑止などの領主的規制が強化されるが、それらはほとん
ど有効なものたりえず、むしろ、と くに 「非領国地域」における雇主層の自主的結束による雇傭
問題への対処が、明治期への移行との関連で注目され るとする。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、第一章において、徳川幕府雇傭法の歴史的展開過程につき、従来の有力説の欠陥を
鋭 く衝く独 自の見解が打ち出され、第二章においては、第一章を踏え、最後進地帯と目される東
北諸藩雇傭法の特質が浮彫にされており、わが国雇傭法史研究上劃期的な貢献を果 したものであ
る。とりわけ、近世全期を通じ、幕府雇傭法の変遷過程につき体系的叙述を試みたのは本論文を
もって嗜矢とし、その功績は高 く評価されなければならない。また、論旨の明快さ、史料操作の
手堅さからみても、提出者がきわめて優れた学問的力量の持主であることを十分窺い得る。
以上により、本論文提出者は法学博士の学位を授与される資格を有すると認あられる。
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